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(6) 環境にやさしい製品の購入(グリーン

購入)の意識 
製品等を購入する際に、その製品の素

材に再生された原料が用いられていたり、

不要になった後リサイクルがしゃすいな

ど、環境に優しい製品を買うことについ

て、どれくらい意識しているか聞いたと

ころ、「意識している」とする者の割合

が81.8%(「いつも意識している」11、1%+
「概ね意識している」18.1%+「多少意識

している」52.6%)、「まったく意識して

いない」と答えた者の割合が17.4%となっ

ている。前回の調査結果(平成13年7月調

査)と比較して見ると、「まったく意識し

ていない」(14.0%→17.4%)と答えた者の

割合が上昇している。都市規模別に見る

と、「まったく意識していない」と答え

た者の割合は町村で高くなっている。性

別に見ると、「意識している」とする者

の割合は女性で、「まったく意識してい

ない」と答えた者の割合は男性で、それ

ぞれ高くなっている。年齢別に見ると、

「意識している」とする者の割合は50歳
代、60歳代で、「まったく意識していな

い」と答えた者の割合は20歳代、30歳代

で、それぞれ高くなっている。 
(7) 循環型社会の形成についての意識 

大量生産、大量消費、大量廃棄型の社

会から脱却し、循環型社会を形成する施

策を進めていくことについて、どのよう

に思うか聞いたところ、「現在の生活水

準(物質的な豊かさや便利さ)を落とすこ

とであり、循環型社会への移行は受け入

れられない」と答えた者の割合が1.8%、

「現在の生活水準(物質的な豊かさや便利

さ)を落とさず、大量生産,大量消費は維持

しながら、廃棄物の再使用(リユース)や再

生利用(リサイクル)を積極的に進めるな

ど、できる部分から循環型社会に移行す

るべきである」と答えた者の割合が39.1%、

「廃棄物の処理場や天然資源がなくなっ

てくるのであれば、現在の生活水準(物質

的な豊かさや便利さ)が多少落ちることに

なっても、循環型社会への移行はやむを

得ない」と答えた者の割合が38.1%、「現

在の生活水準(物質的な豊かさや便利さ)
が落ちることになっても、循環型社会に

移行するべきである」と答えた者の割合

が14.8%となっている。性別に見ると、「現

在の生活水準(物質的な豊かさや便利さ)
が落ちることになっても、循環型社会に

移行するべきである」と答えた者の割合

は男性で高くなっている。年齢別に見る

と、「現在の生活水準(物質的な豊かさや

便利さ)を落とさず、大量生産、大量消費

は維持しながら、廃棄物の再使用(リユー

ス)や再生利用(リサイクル)を積極的に進

めるなど、できる部分から循環型社会に

移行するべきである」と答えた者の割合

は20歳代、30歳代で、「廃棄物の処理場

や天然資源がなくなってくるのであれば、

現在の生活水準(物質的な豊かさや便利

さ)が多少落ちることになっても、循環型

社会への移行はやむを得ない」と答えた

者の割合は40歳代で、「現在の生活水準

(物質的な豊かさや便利さ)が落ちること

になっても、循環型社会に移行するべき

である」と答えた者の割合は60歳代で、

それぞれ高くなっている。 
(8) ごみの問題の具体的な認知度 
ごみ問題について、どのようなことを

知っているか聞いたところ、「野山や河

原等への不法投棄が大きな社会問題とな

っている」を挙げた者の割合が76.1%、「海

岸に漂着したごみなどにより、海岸の景

観が損なわれたり、生態系などに影響を

及ぼしている」を挙げた者の割合が72.1%
と高く、以下、「ごみの最終処分場の容

量が残り少なくなってきている」(59.7%)、
「ごみ処理施設は必要だが、自分の近く

に建設することには反対すると考えてい

る人が多い」(55.1%)などの順となってい

る。都市規模別に見ると、「ごみの最終

処分場の容量が残り少なくなってきてい

る」を挙げた者の割合は大都市で高くな

っている。性別に見ると、「海岸に漂着

したごみなどにより、海岸の景観が損な

われたり、生態系などに影響を及ぼして

いる」を挙げた者の割合は女性で高くな

っている。年齢別に見ると、「野山や河

原等への不法投棄が大きな社会問題とな

っている」、「海岸に漂着したごみなど

により、海岸の景観が損なわれたり、生

態系などに影響を及ぼしている」、「ご

み処理施設は必要だが、自分の近くに建

設することには反対すると考えている人

が多い」を挙げた者の割合は40歳代で、

「ごみの最終処分場の容量が残り少なく

なってきている」を挙げた者の割合は40
歳代、50歳代で、高くなっている。 
(9) 国の施策の方向性についての意識 
我が国では、ごみの最終処分場の残余

年数がひつ迫し、平成18年度末時点で一

般廃棄物であと約15.6年、産業廃棄物で

あと約7.5年分の残余年数しかないとい

われており、このような現状に対し、国

は今後どのような対応を行う必要がある

と思うか聞いたところ、「リサイクルや

焼却をする前に、まず、ごみの発生を減

らすこと(リデュース)に取り組むべきだ」

と答えた者の割合が47.0%、「ごみや不要

品を、再使用(リユース)や再生利用(リサ

イクル)することに取り組むべきだ」と答

えた者の割合が35.9%、「ごみを処分する

ための焼却施設や最終処分場の整備に努

めるべきだ」と答えた者の割合が12.9%と

なっている。前回の調査結果(平成17年9
月調査)と比較して見ると、大きな変化は

見られない。都市規模別に見ると、「ご

みを処分するための焼却施設や最終処分

場の整備に努めるべきだ」と答えた者の

割合は小都市で高くなっている。性別に

見ると、「リサイクルや焼却をする前に、

まず、ごみの発生を減らすこと(リデュー

ス)に取り組むべきだ」と答えた者の割合

は女性で、「ごみを処分するための焼却

施設や最終処分場の整備に努めるべき

だ」と答えた者の割合は男性で、それぞ

れ高くなっている。年齢別に見ると、「リ

サイクルや焼却をする前に、まず、ごみ

の発生を減らすこと(リデュース)に取り

組むべきだ」と答えた者の割合は20歳代

で、「ごみや不要品を、再使用(リユース)
や再生利用(リサイクル)することに取り

組むべきだ」と答えた者の割合は30歳代

で、「ごみを処分するための焼却施設や

最終処分場の整備に努めるべきだ」と答

えた者の割合は70歳以上で、それぞれ高

くなっている。 
◆ 国の具体的な施策についての意識 
国は今後「リサイクルや焼却をする前

に、まず、ごみの発生を減らすこと(リデ

ュース)に取り組むべきだ」、「ごみや不

要品、,再使用(リユース)や再生利用(リサ

イクル)することに取り組むべきだ」と答

えた者(1,591人)に、具体的にどのような

対応を行う必要があると思うか聞いたと

ころ、「企業の側で、長期間利用が可能

となるような製品やリサイクルが容易な

製品の開発を進めるための制度の構築」

と答えた者の割合が29.7%、「ごみを減ら

す工夫など、循環型社会の構築に向けて

私たちができる行動に関する情報提供」

と答えた者の割合が28.2%、「製品の製造

等に使用される原材料の減量化やリサイ

クルの高度化など技術開発の促進」と答

えた者の割合が13.5%、「再使用の推進や

リサイクル品の使用を促進するためのポ

イント制度などの経済的な手法の導入」

と答えた者の割合が12.1%、「廃棄物に関

する現状等に関する情報提供」と答えた

者の割合が7.1%、「修理業やレンタル業

など循環ビジネスヘの支援」と答えた者

の割合が6.6%となっている。性別に見る

と、「ごみを減らす工夫など、循環型社

会の構築に向けて私たちができる行動に

関する情報提供」と答えた者の割合は女

性で、「製品の製造等に使用される原材

料の減量化やリサイクルの高度化など技

術開発の促進」と答えた者の割合は男性

で、それぞれ高くなっている。 
次号へ続く･･･ 

*********************************** 
次号では、環境問題のもう一つのテー

マである、「自然共生社会に関する意識」

について、“自然に関する関心”からはじ

まり、“生物多様性”について、言葉の認

知度、国家戦略の認知度、条約締約国会

議の認知度、生物多様性の保全の取組、

生物多様性に配慮した生活のための取組、

更に、生物多様性に配慮した企業活動へ

の意識－に関する調査結果を紹介します。 
 

     


